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1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       97,940     2.9       2,612   △14.2       2,754   △13.2
16年 9月中間期       95,189     6.3       3,045   △53.5       3,174   △52.5

17年 3月期      190,638－        6,188－        6,438－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          456   △71.3          12.96
16年 9月中間期        1,589   △57.3          44.47

17年 3月期        3,407－          94.93

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期     35,243,877株 16年 9月中間期     35,741,299株
17年 3月期     35,514,999株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当           0円00銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期           0.00－ 特別配当           0円00銭
16年 9月中間期           0.00－

17年 3月期 －          22.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       86,338       50,001     57.9      1,419.38
16年 9月中間期       76,618       49,300     64.3      1,386.31

17年 3月期       80,204       50,385     62.8      1,427.35

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期     35,227,367株 16年 9月中間期     35,562,597株
17年 3月期     35,275,043株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期      1,281,609株 16年 9月中間期        946,379株
17年 3月期      1,233,933株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      200,000       6,300       2,420         22.00         22.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          67円67銭

※ 上 記 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て お り ま す 。 な お 、 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手
可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場
合 が あ り ま す 。 ま た 、 上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の12ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 1,545,659 3,490,500 1,657,621

２．受取手形 18,973 6,596 9,679

３．売掛金 23,148,199 24,267,797 22,955,537

４．たな卸資産 4,071,952 3,500,327 4,181,996

５．短期貸付金 486,700 2,224,304 57,000

６．繰延税金資産 2,330,136 2,371,649 1,783,725

７．その他 2,493,658 3,413,486 3,054,154

８．貸倒引当金 △22,085 △99,329 △52,706

流動資産合計 34,073,195 44.5 39,175,332 45.4 33,647,007 42.0

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産 ※１

１．建物 14,129,000 19,592,085 17,500,864

２．土地 7,801,862 7,757,049 7,801,862

３．その他 3,823,266 3,489,076 2,765,054

有形固定資産合計 25,754,129 33.6 30,838,210 35.7 28,067,780 35.0

(2）無形固定資産 706,151 0.9 850,251 1.0 744,225 0.9

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 6,001,131 5,922,862 6,276,887

２．長期貸付金 3,494,758 3,066,740 4,529,782

３．差入保証金 4,667,067 4,841,912 4,754,296

４．繰延税金資産 1,003,835 1,651,997 963,107

５．その他 ※１ 1,035,256 1,358,829 1,291,396

６．貸倒引当金 △117,431 △1,367,478 △69,783

投資その他の資産
合計

16,084,617 21.0 15,474,864 17.9 17,745,686 22.1

固定資産合計 42,544,898 55.5 47,163,326 54.6 46,557,692 58.0

資産合計 76,618,093 100.0 86,338,658 100.0 80,204,699 100.0

－ 42 －



前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 745,686 888,802 948,593

２．短期借入金 358,000 7,254,000 4,002,000

３．未払金 3,957,569 2,356,031 5,454,374

４．未払費用 11,325,996 14,359,042 11,496,209

５．未払法人税等 2,363,815 2,285,291 544,683

６．賞与引当金 4,256,020 3,885,043 3,219,130

７．その他 1,969,159 2,588,199 1,622,725

流動負債合計 24,976,247 32.6 33,616,410 38.9 27,287,717 34.0

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 2,171,244 2,544,549 2,354,084

２．役員退職慰労引当金 125,288 121,012 123,181

３．その他 44,587 55,627 53,777

固定負債合計 2,341,120 3.1 2,721,189 3.2 2,531,044 3.2

負債合計 27,317,368 35.7 36,337,599 42.1 29,818,761 37.2

（資本の部）

Ⅰ　資本金 11,933,790 15.6 11,933,790 13.8 11,933,790 14.9

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 15,262,748 15,262,748 15,262,748

資本剰余金合計 15,262,748 19.9 15,262,748 17.7 15,262,748 19.0

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 364,928 364,928 364,928

２．任意積立金 23,802,345 25,802,345 23,802,345

３．中間（当期）未処分
利益

2,814,315 2,275,652 4,631,887

利益剰余金合計 26,981,588 35.2 28,442,925 32.9 28,799,160 35.9

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

28,573 0.0 283,867 0.3 181,872 0.2

Ⅴ　自己株式 △4,905,975 △6.4 △5,922,273 △6.8 △5,791,633 △7.2

資本合計 49,300,725 64.3 50,001,058 57.9 50,385,937 62.8

負債・資本合計 76,618,093 100.0 86,338,658 100.0 80,204,699 100.0

－ 43 －



(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 95,189,119 100.0 97,940,848 100.0 190,638,787 100.0

Ⅱ　売上原価 76,346,667 80.2 78,767,340 80.4 153,167,696 80.3

売上総利益 18,842,452 19.8 19,173,508 19.6 37,471,091 19.7

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

15,796,489 16.6 16,560,782 16.9 31,282,491 16.4

営業利益 3,045,962 3.2 2,612,726 2.7 6,188,600 3.3

Ⅳ　営業外収益 ※１ 188,855 0.2 175,092 0.1 352,608 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 60,375 0.1 33,267 0.0 102,514 0.1

経常利益 3,174,442 3.3 2,754,551 2.8 6,438,694 3.4

Ⅵ　特別利益 ※３ － － 416,001 0.4 3,981 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4、5 239,619 0.2 2,154,718 2.2 276,876 0.2

税引前中間（当
期）純利益

2,934,822 3.1 1,015,833 1.0 6,165,799 3.2

法人税、住民税及
び事業税

1,993,000 1,906,000 2,924,000

法人税等調整額 △647,605 1,345,394 1.4 △1,346,788 559,211 0.5 △165,637 2,758,362 1.4

中間（当期）純利
益

1,589,428 1.7 456,622 0.5 3,407,436 1.8

前期繰越利益 1,226,022 1,819,836 1,226,022

自己株式処分差損 1,135 806 1,571

中間（当期）未処
分利益

2,814,315 2,275,652 4,631,887

－ 44 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

教材

移動平均法による原価法

教材

同左

教材

同左

未成業務支出金

個別法による原価法

未成業務支出金

同左

未成業務支出金

同左

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

未成工事支出金

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）及び通所介護施設等に係る

建物附属設備、構築物及び器具

備品については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　15～50年

構築物　　　10～20年

器具備品　　３～６年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 　　　同左

 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

－ 45 －



前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てる

ため、実際支給見込額基準によ

り計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異の処理年数

は、正社員、準社員、業務社員

役職分は５年、役職者を除く業

務社員分は４年であり、それぞ

れ発生の翌事業年度から定額法

により按分した額を費用処理す

ることにしております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異の処理年数

は、正社員、準社員、業務社員

役職分は５年、役職者を除く業

務社員分は４年であり、それぞ

れ発生の翌事業年度から定額法

により按分した額を費用処理す

ることにしております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

５．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。なお、仮受消

費税等と仮払消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。ただし、控

除対象外消費税は販売費及び一般

管理費として処理しております。

５．消費税等の会計処理

同左

５．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。た

だし、控除対象外消費税等は販売

費及び一般管理費として処理して

おります。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

 前事業年度
　（自　平成16年４月１日 

 至　平成17年３月31日）

 

 ──────

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。

　これにより税引前中間純利益が

131,098千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

 

 ──────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

（中間貸借対照表）

「未払金」は、前中間会計期間末まで、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末

において負債及び資本の総額の100分の５を超えたため区

分掲記しました。

なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は1,294,565

千円であります。

（中間貸借対照表）

　　　　　　　　　──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
前事業年度末

（平成17年３月31日）

※１．有形固定資産減価償却累

計額
5,191,772千円          6,272,412千円          5,684,203千円

投資その他の資産のその

他（賃貸資産）減価償却

累計額

210,167千円        233,580千円        217,319千円

　２．当座貸越契約及び貸出コ

メットメント

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行５行と当座貸越契約を締

結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次の

とおりであります。　　　

　　　

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び

貸出コメットメント契約を

締結しております。これら

契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び

貸出コメットメント契約を

締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のと

おりであります。

当座貸越

極度額の

総額

 

 

　　　　

21,661,000千円

借入実行

残高
347,000

差引額 21,314,000

当座貸越

極度額及

び貸出コ

メットメ

ントの総

額

 44,514,000千円

借入実行

残高
7,245,000

差引額 37,269,000

当座貸越

極度額及

び貸出コ

メットメ

ントの総

額

 43,875,000千円

借入実行

残高
4,002,000

差引額 39,873,000
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．営業外収

益のうち

主なもの

受取利息 24,234千円

有価証券利

息
1,768千円

受取配当金 49,012千円

事務受託料 41,761千円

固定資産賃

貸収入
24,047千円

受取利息   19,463千円

有価証券利

息
     620千円

受取配当金   51,737千円

事務受託料   43,571千円

固定資産賃

貸収入
   18,876千円

受取利息    41,666千円

有価証券利

息
    3,442千円

受取配当金  114,938千円

事務受託料   77,809千円

固定資産賃

貸収入
   38,287千円

※２．営業外費

用のうち

主なもの

支払利息 12,777千円

損害賠償金 28,870千円

支払利息    21,164千円

損害賠償金    3,734千円

支払利息   34,125千円

損害賠償金   42,546千円

※３．特別利益

のうち主

なもの

 ────── 関係会社株

式売却益

416,001千円  ──────

※４．特別損失

のうち主

なもの

 ──────

  

  

  

貸倒引当金

繰入額
1,308,488千円

商品評価損  657,000千円

減損損失  131,098千円

 ──────

  

  

  

※５．減損損失  　　　────── 当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失

を計上しました。
場所 用途 種類 金額(千円）

北関東滅

菌セン

ター(埼玉

県北埼玉

郡川里村)

 

 

滅菌

設備

建物及

び構築

物

土地

その他

79,969

44,813

6,315

　当社は、単独でキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の事業単位で

ある事業所ごとにグループ化し、

減損会計を適用しております。

　その他に、本社、研修施設等に

ついては独立してキャッシュ・フ

ローを生み出さないことから共有

資産としております。

　このうち、上記売却予定である

資産については減損処理を行い、

帳簿価額を回収可能価額まで減額

しております。なお、回収可能価

額は、正味売却価額により測定し、

不動産鑑定士による鑑定評価額よ

り処分見込費用を控除した金額を

使用しております。 

 　　　──────
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　６．減価償却

実施額

有形固定資

産
508,318千円

無形固定資

産
33,795千円

長期前払費

用
24,455千円

賃貸資産 5,512千円

有形固定資

産
690,664千円

無形固定資

産
73,933千円

長期前払費

用
20,317千円

賃貸資産 16,260千円

有形固定資

産
1,107,541千円

無形固定資

産
76,793千円

長期前払費

用
50,550千円

賃貸資産 16,775千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

有形固定
資産のそ
の他

15,286,962 8,610,793 6,676,169

無形固定
資産

3,182,695 1,805,041 1,377,653

合計 18,469,657 10,415,835 8,053,822

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

建物 16,172 2,049 14,123

有形固定
資産のそ
の他

14,930,070 8,115,859 6,814,211

無形固定
資産

2,614,758 1,513,004 1,101,754

合計 17,561,002 9,630,912 7,930,089

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定
資産のそ
の他

14,344,237 7,673,988 6,670,248

無形固定
資産

2,562,976 1,268,629 1,294,347

合計 16,907,213 8,942,617 7,964,596

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,627,723千円

１年超 4,752,329

合計 8,380,052

１年内   3,365,342千円

１年超 4,835,616

合計 8,200,958

１年内   3,458,348千円

１年超 4,802,407

合計 8,260,756

(3）当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(3）当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 2,269,883千円

減価償却費相

当額
2,046,078千円

支払利息相当

額
185,458千円

支払リース料   2,121,831千円

減価償却費相

当額
  1,908,573千円

支払利息相当

額
    176,201千円

支払リース料   4,635,164千円

減価償却費相

当額
  4,169,210千円

支払利息相当

額
    366,675千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）支払利息相当額の算定方法

同左

(5）支払利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 13,471千円

１年超 42,501

合計 55,972

未経過リース料

１年内     25,804千円

１年超 66,993

合計 92,798

未経過リース料

１年内     25,804千円

１年超 79,896

合計 105,700

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,386円31銭

１株当たり中間純利益 44円47銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が

存在していないため記載しており

ません。

当社は平成15年11月20日付で株

式１株につき1.1株の株式分割を

行っております。

なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前中間

会計期間における１株当たり情報

については、以下のとおりとなり

ます。

１株当たり純資産額 1,303円58銭

１株当たり中間純利益 103円92銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
103円84銭

１株当たり純資産額  1,419円38銭

１株当たり中間純利益   12円96銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が

存在していないため記載しており

ません。

 

 

  

    

  

１株当たり純資産額 1,427円35銭 

１株当たり当期純利益 94円93銭 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が

存在していないため記載しており

ません。

 

 

  

  

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益 1,589,428千円          456,622千円         3,407,436千円

普通株主に帰属しない金額 － －       36,000千円

（うち利益処分による役員賞与金） ( － ) ( － ) （ 36,000千円）

普通株式に係る中間（当期）純利益 1,589,428千円          456,622千円         3,371,436千円

期中平均株式数 35,741千株       35,243千株       35,514千株

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額 － － －

普通株式増加数 　 －  　－ －        

（うち新株引受権）   （ － ）   （ － ） （ － ）       
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

(1）新株引受権（平成12

年６月29日定時株主

総会決議新株引受権

の数157,300株）。

(2）新株引受権（平成13

年６月28日定時株主

総会決議新株引受権

の数207,408株）。

(3）新株予約権（平成15

年６月27日定時株主

総会決議新株予約権

の数2,250個）。

(1）新株引受権（平成13

年６月28日定時株主

総会決議新株引受権

の数207,408株）。

(2）新株予約権（平成15

年６月27日定時株主

総会決議新株予約権

の数2,250個）。

 

(1)新株引受権（平成12年

６月29日定時株主総

会決議新株引受権の

数157,300株）。

(2)新株引受権（平成13年

６月28日定時株主総

会決議新株引受権の

数207,408株）。 

 (3)新株予約権（平成15

年６月27日定時株主

総会決議新株予約権

の数2,250個）。

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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